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研究成果の概要（和文）：　本研究は、フィンランドのいじめ対策プログラム「キヴァ」の実践アイディアに触
発を得て、日本流の実践を学校現場との共同で創案・改善して公開・共有することを目的とした。〈実践創案〉
「いじめ免疫プログラム」を創案し、複数の市で導入した。〈成果公開〉フィンランドのキヴァ会議に講演者と
して招聘され、日本の取組を紹介。これらの実践や研究のもととなる論考を含む共編著をケンブリッジ大学出版
会から出版。いじめ防止実践の評価指標に関する論文が統計専門誌に掲載。ネットいじめやそのほかのネット問
題に総合的に対処するためのスマホサミットについての評価研究も、英文書籍の章、英文学術誌に発表。

研究成果の概要（英文）：Learning from KiVa Anti-bullying Program in Finland, Japanese program was 
newly invented to be delivered without charge for Japanese schools. (1) Program Invention: The 
program consists of just three sessions and flexible to be adjusted to classes and teachers and 
prepared for new types of bullying/cyber-bullying. The program was named as “Bullying Immunity 
Program”. This program was tested and introduced in some cities. (2) Introduction of the program: 
Japanese bullying prevention practices were introduced at KiVa conference 2017 in Finland. The 
co-edited book “School bullying in different cultures: Eastern and western perspectives” was 
published from Cambridge University Press. “Applying multiple indices to monitor bullying 
longitudinally” was published in “Psychological Test and Assessment Modeling”. Some new 
collaborations are ongoing.

研究分野： 教育心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 いじめなどの諸問題を予防するための学
校での予防教育が国際的に広がりを見せて
いる。特に、フィンランドのキヴァ・プログ
ラムは最新のプログラムといえるもので、傍
観者がいじめの制止役になるためのキヴ
ァ・レッスン、ネット上でいじめ対策を学べ
るキヴァ・ゲームに特徴がある。さらに、被
害者支援のピア・サポートや加害者へのキヴ
ァ・チームによる対応も組み込まれている。
すでにフィンランド国内９割以上の学校に
届けられて効果も実証的に示され、さらに国
際的にも普及しつつある。 
また、近年は、ネットいじめやネット問題

が大きな問題になっており、それらも見すえ
た研究と対策が課題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、国を超えて広がっているフィン
ランドのいじめ対策プログラム「キヴァ」の
実践アイディアに触発を得て、日本流の実践
を学校現場との共同で創案・改善し、他の予
防教育プログラムにも取り入れが可能なよ
うに公開・共有することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)試行的実践の検討や海外の授業等の見学
等を経て、新たなプログラムを創案する。 

(2)その過程で、海外のいじめ対策の実践者
及び研究者との交流を深める。 

(3)実践評価研究を行い、研究結果を実践交
流会や学会等で発表する。 

 
４．研究成果 
 
(1)実践創案 
実践見学や試行結果から検討し、プログラ

ムをより短縮し構成を明確化する必要性が
明らかになり、最小限で繰り返し実施可能な
「いじめ免疫プログラム」を創案した。これ
を、複数の市の教育委員会の協力を得て研修
で紹介した。実践集約結果に基づき、他の自
治体からの聴き取り調査があり、ほかの自治
体でも「いじめ免疫プログラム」を独自のか
たちで開発する方向になり、協働が開始され
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   図１ いじめのプロセスモデル 

 「いじめ免疫プログラム」と、「予防」で
はなく「免疫」としているのは、初期段階の
いじめの芽（図１）を含めいじめが全く起き
ないということは不可能で、いじめの芽を経
験しつつも、子どもたちが自分で乗り越える
ことができ、いじめをエスカレートさせず、
また、ほかの暴力問題についても考えていっ
てほしいという願いを込めているからであ
る。 
 学校でのカリキュラムには余裕はなく、最
小限のプログラムとして３時間分としてい
るが、様々な教材を用いることで、多様に展
開することも可能である。もちろん、いじめ
だけが学校の問題ではないので短時間で行
う必要がある。さらに、合科的に行うなど、
工夫が求められる。 
 この実践の原則は、まず、オープンエンド
で行うことである。答えを教え込むわけでは
ないので、集団や時期が違えば、何度実践し
てもよい。小学生のいじめ定義と中学生のい
じめ定義が違うかもしれないし、新しいかた
ちのいじめにも対応しないといけないから
である。 
 セッションは３種類あり、セッションＡは
「（いじめの芽を）見つける」ためのもので
ある。いじめの芽といじめの境界線はあいま
いであり、だからこそ、ふざけといじめの違
い、いじめとけんかの違いなどについて子ど
もたちと議論することに意味があると思わ
れる。おとなの定義を教え込むのではなく、
それらの境界があいまいなゆえに、いつのま
にかいじめてしまっている危険性があるこ
とに気づく機会を準備したい。「いじめ」で
はなく「いじめの芽」としているのは、いじ
めかどうかわからない段階で対処を始める
ことを意図しているからである。 
 二つ目のセッションＢは、「いじめをみん
なで止める」ためのものである。「みんなで」
に意味がある。ひとりで止めようとするのは
かなりの勇気が必要である。特に、クラスの
仲間からの支持をそれほど得られない子が、
教師の「いじめを見たら、止めに入ろう」と
いう教示を、そのまま一人で実行すると、次
のターゲットになる危険性をはらむ。まずは、
いじめを許さない世論形成が重要である。欧
州のいじめ対策には、クラスで、いじめ対処
のための話し合いを、丁寧に行うものが多い。
その取組が表面的では、「本当は、みな、先
生の言うことはききたくなく、自分のしてい
ることに賛同している」という、いじめる側
の判断（教師の支持はないが、仲間の支持が
ある）を変えることはできない。 
 このために、たとえば、スウェーデンの NPO
である friends が作成した、１分間前後のビ
デオクリップがよくできているので、それを
教材にして話し合うなどが考えられる。 
 三つ目のセッションＣは、いじめへの介入
後にいかに、加害側も被害側も「フォローす
るか」である。被害側の仕返し、加害側の陰
湿化や被害化を防ぐものである。報復的な正



義（「目には目を、歯には歯を」）ではなく、
修復的正義（与えた損失を償う）を考えるこ
とが目標であるが、この実践化はなかなか難
しいのではないかと思われる。今後の課題で
ある。 
 上記のように、このプログラムは、いわば
スケルトンであり、各セッションの目的と留
意点は示されているが、教材などの中身は自
由である。そこは、各教育委員会や研究者が
提供しているものから選んだり、創案したり
できる。それは、実践者の主体性を保障する
ためでもあるが、ウィルスのようにどんどん
変化する、いじめの多様な様態に、免疫機構
のように対応していく機動性を発揮するた
めでもある。 
このプログラムは、スケルトンであるため、

もちろん、使用料はかからない。教材などの
中身に関しても、可能な限り無料で提供しあ
えるよう、提供者にはお願いしたい。 
 
(2)海外との交流 
日本心理学会での日中韓シンポジウム、国

際学会での対策アプリについての情報交換、
ユネスコと梨花女子大学が主催した国際シ
ンポジウムに招聘されての参加、アメリカと
韓国からいじめやネットいじめ研究の専門
家を招聘しての講演、などを行った。 
 科研費は、主に、ここに用いた。実践創案
のためだけではなく、若手の研究者が海外の
研究者に出会うことで、将来の対策の準備と
なると考えたためである。 
 
(3)実践評価手法の提案と今後 
 実践とその評価を以下のような機会に公
開した。 
・フィンランドのキヴァ会議に講演者として

招聘され、日本の取組を紹介した。これは、
フィンランドのキヴァの実践者の交流の
機会として２年に１回開催されているも
ので、２回目の招聘であった。イギリスや
チリからの研究者との情報交換も行った。 

・いじめ対策実践や研究のもととなる論考を
含む共編著をケンブリッジ大学出版会か
ら出版した。筆者は、単著１章、共著３章
を執筆するとともに、執筆者の人選と依頼、
各章の修正などを行った。 

・いじめ防止実践の評価指標に関する論文が
統計専門誌に掲載された。これは、いじめ
の拡がりだけではなく、深刻度を推定する
ための指標を提案するもので、いじめの加
害側人数と被害側人数の比率を BV 比率と
命名した。従来のいじめ研究では、加害側
の人数と被害側の人数を別々にカウント
して介入実践前後の比較などをしていた
が、その両者をあわせて勘案できる。また、
実践の「効果測定」ではなく、いじめの状
況の継続的な「モニタリング」が重要であ
ることを論じた（Kanetsuna & Toda, 2017)。
たとえば、図２のような結果になる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２ 上が人数 下が BV 比率 
 
・ネットいじめやそのほかのネット問題に総

合的に対処するためのスマホサミットに
ついての評価研究も、英文書籍の章、英文
学術誌に発表した。英文書籍は、アリゾナ
大学のバウマン教授らの編集によるもの
で、世界各国のネットいじめ対策実践が紹
介されるなかに、スマホサミットが加えら
れた。その際に方法論を述べた実践評価は、
Miyake, Takeuchi, & Toda(2018)で詳細に
報告した。これは、回顧的な実践評価では
なく、実践参加生徒が、自分たち及び学校
の仲間たちの今と未来のあり様を評定す
るもの（図３）で、展望的な実践評価であ
る。今後、草の根実践の評価とあわせ、さ
らにこの手法を深めていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  図３ スマホサミットの展望的評価 
 
 



・研究期間を通して、学校や企業等からのキ
ヴァ・プログラムに関する問い合わせが相
次ぎ、ネット上の予防教育アプリ開発の可
能性を模索した。企業との共同も行ったが、
それは途中で企業側の都合で中止になっ
た。韓国の研究者との、ゲームなどによる
いじめ防止に関する共編著の検討が進ん
でいる。 

・「いじめ免疫プログラム」そのものの質的
な実践評価は行い、自治体などへの紹介に
用いたが、相互対照群モデルによる評価は、
データ収集を行ったものの、その前提とな
る評価研究の国際誌掲載が優先されたた
めに、分析もできていない。今後の課題で
ある。 

 
 以上、フィンランドのいじめ対策「キヴ
ァ・プログラム」に学び、「いじめ免疫プロ
グラム」の実践創案を行い、複数の自治体で
試行し質的な評価研究を行った。また、いじ
めの深刻度をモニタリングするための BV 比
率の提案、子ども主体の実践を評価するため
の展望的実践評価を提案し、それらの成果を
国際誌に掲載できた。 
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